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地上デジタル地上デジタル放送対応受信機の放送対応受信機の普及目標と現況普及目標と現況

台数の目標と実績世帯数の目標と実績

４

５

77%
[3,850万世帯]
（2009年末）

100%
[5,000万世帯]
（2011年4月）

９

１０

１１
1億台

（2011年7月）

6 400万台

台数の目標と実績

普
及
世
帯
数

３ 普
及
台
数

６

８

５

７

6,400万台
（2009年末）

普及実績

5,222万台
（2009年5月）

調査結果

60.7％
［3,035万世帯相当］

（2009年3月）数
（千
万
世
帯
）１

２
数
（千
万
台
）

２

４

３

５ （2009年5月）（2009年3月）

普及目標

62%
[3,100万世帯]
（2009年3月）

普及目標
5,200万台

（2009年5月）

アナログ
放送停波

０
2003 04

ワールドカップ
南アフリカ大会

バンクーバー
冬季五輪

05 06 07 08 09 10 11 暦年

アナログ
放送停波

ワールドカップ
南アフリカ大会

04 05 06 07 08 09 10 11 暦年
０
2003

１

バンクーバー
冬季五輪 放送停波南アフリカ大会冬季五輪

特別な受信機器の出荷台数累計

ワンセグ対応携帯電話の出荷台数
（200７.３月）６０．４％０．４％

直接受信が可能なエリア

（2003.12月）全世帯の約２５％全世帯の約２５％
アナログ停波時期の認知度

ワンセグ対応携帯電話の出荷台数
（２００９.４月）

車載用地上デジタル放送受信機
の出荷台数 （２００９.５月）

5,707万台

285万台

（200８.３月）６４．７％％

（200８.９月）７５．３％７５．３％

（200６.12月）全世帯の約８４％全世帯の約８４％

（200８.12月）全世帯の約９６％全世帯の約９６％

の出荷台数 （２００９.５月） 285万台
（200９.１ 月）７７．８％７７．８％

（200９.３ 月）８９．６％８９．６％

（200９.３月） 全世帯の約９７％全世帯の約９７％

（出典）・普及世帯率及びアナログ停波時期の認知度については、総務省“地上デジタルテレビ放送
に関する浸透度調査”（2009年3月）より

・普及台数については、2009年４月末、JEITA、日本ケーブルラボ調べ
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地デジ対応受信機の世帯普及率地デジ対応受信機の世帯普及率 －都道府県別の状況－－都道府県別の状況－
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（注１） 普及率は チ ナ 内蔵テレビ レコ ダ 外付けチ ナ パソコン CATV用STBのいずれかを持 ている世帯の割合
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（注１） 普及率は、チューナー内蔵テレビ、レコーダ、外付けチューナー、パソコン、CATV用STBのいずれかを持っている世帯の割合

（注２） いずれも統計データであり、ある程度の誤差は想定されるもの。その目安はサンプル数に応じて±４～７%前後。

（出典） 総務省“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年3月） 2



地上アナログテレビ放送停波に関する認知度地上アナログテレビ放送停波に関する認知度 －地方ブロック別の状況－－地方ブロック別の状況－

◆ 地上アナログテレビ放送が停波すること及び地上デジタル放送については １００％に近い人が知っており ほぼ定着した◆ 地上アナログテレビ放送が停波すること及び地上デジタル放送については、１００％に近い人が知っており、ほぼ定着した。

◆ また、２０１１年という停波時期の認知度については８９．６％（前年は６４．７％）と増加傾向にある。

◆ 認知度について地域間で差があり、特に沖縄県が低い。

アナログ停波※１ 停波時期※２ 地デジ※３

ブロック別
都道府県

別
ブロック別

都道府県
別

ブロック別
都道府県

別
北海道 97.8 89.5 99.2 

青森県 98.3 92.3 97.4 
岩手県 96 3 90 7 97 2

アナログ停波※１ 停波時期※２ 地デジ※３

ブロック別
都道府県

別
ブロック別

都道府県
別

ブロック別
都道府県

別
滋賀県 98.1 92.5 96.7 
京都府 95.0 89.3 95.8 
大阪府 97 8 90 7 98 0

東
北 97.5 91.1 97.6 

岩手県 96.3 90.7 97.2 
宮城県 97.7 90.5 99.2 
秋田県 97.6 92.0 97.2 
山形県 96.7 90.6 95.8 
福島県 97.9 90.9 97.5 
茨城県 98 9 89 9 98 5

近
畿 97.3 90.3 97.7 

大阪府 97.8 90.7 98.0 
兵庫県 98.1 89.7 98.6 
奈良県 95.9 89.5 97.3 

和歌山県 96.3 89.8 96.7 
鳥取県 96.4 86.7 97.4 
島根県 97 5 86 9 96 5

関
東

茨城県

98.0 

98.9 

89.6 

89.9 

97.4 

98.5 
栃木県 98.2 89.3 97.8 
群馬県 96.5 87.4 97.0 
埼玉県 99.0 92.4 97.0 
千葉県 98.1 91.2 96.2 
東京都 98.0 86.7 97.3 

中
国 97.9 87.4 97.9 

島根県 97.5 86.9 96.5 
岡山県 100.0 90.8 97.6 
広島県 97.4 83.4 98.5 
山口県 96.8 91.4 98.2 

四

徳島県

97 5

96.5 

91 6

91.5 

97 5

97.5 
香川県 96.6 88.7 96.1 

神奈川県 97.3 90.7 98.3 
山梨県 97.4 89.6 97.9 

信
越

新潟県
96.9 

96.4 
85.2 

85.6 
96.3 

95.6 
長野県 97.5 84.8 97.1 

北
富山県 98.6 89.4 97.6 

四
国 97.5 91.6 97.5 

愛媛県 98.7 94.3 98.7 

高知県 97.6 90.2 97.1 

九

福岡県 97.5 91.5 98.1 
佐賀県 97.0 87.6 98.5 
長崎県 97.6 87.9 97.1 

北
陸 97.8 89.6 97.0 石川県 97.7 90.7 96.8 

福井県 96.9 88.1 96.4 

東
海

岐阜県

98.4 

98.7 

89.6 

89.7 

98.0 

98.3 
静岡県 97.8 87.9 98.4 
愛知県 98.8 90.1 97.6 
三重県 97 3 90 9 98 6

九
州 97.6 90.5 97.8 熊本県 97.4 92.2 97.0 

大分県 98.6 90.3 97.2 
宮崎県 96.0 89.5 96.5 

鹿児島県 99.1 90.7 99.5 
沖縄県 92.8 83.3 94.1 
全国 97 7 89 6 97 6三重県 97.3 90.9 98.6 全国 97.7 89.6 97.6 

※１ アナログ停波：地上アナログテレビ放送停波についての認知度
※２ 停波時期：地上アナログテレビ放送停波の時期についての認知度
※３ 地デジ：地上デジタル放送についての認知度 3



総務省テレビ受信者支援センター（デジサポ）の概要総務省テレビ受信者支援センター（デジサポ）の概要
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地上地上デジタル放送関係予算のデジタル放送関係予算の概要（平成２１年度当初予算）概要（平成２１年度当初予算）

１．技術的・経済的サポート
※ 平成２１年度国庫債務負担行為限度額にかかる平成２２年度以降の歳出化額を含む

○ デジタル受信相談体制の充実・強化 【拡充 ８０．３億円】
・１０月１日に全国１１箇所で開所した支援センターを全都道府県レベルに拡充設置（２月に前倒し実施）
・個別専門的な受信相談、受信状況調査、共聴施設への働きかけ実施
・コールセンターの運営（支援センターと一体的・効率的運営）

○ 高齢者 障害者 の働きかけ サポ ト【新規 億円】○ 高齢者・障害者への働きかけ、サポート【新規 ８８．２億円】
・町内会・自治会を通じたきめ細やかな説明会、福祉施設等への訪問説明
・独居高齢者宅等への戸別訪問

○ 受信機器購入等の支援 【新規１７０．１億円】
・ＮＨＫ受信料全額免除世帯を対象に、チューナ無償給付、アンテナ工事等を実施（３年最大２６０万世帯）

２．送受信環境の整備

○ 辺地共聴施設の改修等支援 【拡充 ５２ １億円】○ 辺地共聴施設の改修等支援 【拡充 ５２．１億円】
・デジタル化により新たに難視聴になる地域における共聴施設の新設に限り、補助率を拡充（１／２→２／３）

○ 都市受信障害施設の改修支援 【新規 ５３．９億円】
・必要に応じ受信障害調査を実施、デジタル化改修を行う場合に国が費用の１／２を上限に補助

○ 暫定的な衛星利用による難視聴対策 【新規 ７．８億円】
・デジタル難視聴地域に対して、東京の番組を衛星により再送信するために必要な経費を補助

（送信側（衛星運用経費等）２／３、受信側（パラボラアンテナ等の給付等）１０／１０）

○ デジタル中継局の整備の支援 【継続 １６．９億円】○ デジタル中継局の整備の支援 【継続 億円】
○ デジタル混信対策 【拡充 ５．３億円】
○ ケーブルテレビ施設の整備 【ＩＣＴ交付金予算額（７８．７億円）の内数】

３ その他３．その他

○ アナログ放送終了リハーサル 【新規 ０．４億円】 等 ３．３億円
・一部地域においてアナログ放送を一時終了し、デジタル放送への移行に係る諸課題を検討 5



「経済危機対策」に盛り込まれた地上デジタル放送関連施策「経済危機対策」に盛り込まれた地上デジタル放送関連施策

１ デジタルテレビ購入支援１ デジタルテレビ購入支援【【約１ ９５０億円約１ ９５０億円】】１．デジタルテレビ購入支援１．デジタルテレビ購入支援【【約１，９５０億円約１，９５０億円】】

○ 省エネ家電の購入支援としてのエコポイントの付与に加え、デジタルテレビの普及を促進し、放送のデジ
タル化が確実に進められるよう、追加で５％のエコポイントを付与。

（注）エコポイント
・省エネ効果の高い家電製品を購入した際に付与され、一定の商品と交換可能なもの
・製品購入の５％相当＋リサイクル料金相当

２．公共施設のテレビの買替２．公共施設のテレビの買替【【１，５００億円程度１，５００億円程度】】

全体でテレビ約１２０万台全体でテレビ約１２０万台
○ 所管省庁において要求（学校、社会福祉施設等）
○ ｢地域活性化・経済危機対策臨時交付金｣で対応可能（消防署、公立病院、庁舎等）

３．送受信環境整備の加速３．送受信環境整備の加速【【１５０億円１５０億円】】

（１）受信障害対策共聴施設のデジタル化≪拡充≫
・受信調査の追加、施設の新設メニュー等の追加 等

（２）小規模・老朽化等のアパート・マンションの
デジタル化≪新規≫

（３）デジタル難視聴解消対策≪拡充≫（３）デジタル難視聴解消対策≪拡充≫
・難視聴対策デジタル新局 等
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エコポイント関係新聞記事（１）エコポイント関係新聞記事（１）

日本経済新聞（2009年6月11日10面） 日経産業新聞（2009年6月11日5面）
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エコポイント関係新聞記事（２）エコポイント関係新聞記事（２）

日本経済新聞（2009年6月16日9面）
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【目的】 ①CO2の削減 ②経済活性化 ③地上デジタル放送対応テレビの普及

エコポイントの活用によるグリーン家電の普及＜2946億円＞
（環境省、経済産業省、総務省共同事業）

【目的】 ①CO2の削減、②経済活性化、③地上デジタル放送対応テレビの普及
【開始時期】7月１日にエコポイント申請受付開始、8月に商品交換開始を予定

家電販売店
保証書 郵送/

冷蔵庫エアコン
消

家 販売店

エコポイント事務局

保証書
領収書

等

郵送/
ＰＣ

テレビ

エコポイント申請

エコポイント
換商

消

費
CO2削減

グリーン家電普及推進コンソーシアム
（株式会社電通、凸版印刷株式会社等６社）

省エネ家電
の購入・買換

テレビ 交換商品

者 原
資
請

原
資
提

・商品券・プリペイドカード ２０７件
・地域産品 ５５件
環境配慮製品等 件

国

原資提供

基金

請
求

提
供・環境配慮製品等 ９件

※一次募集結果

＜エコポイント数（点）＞
原資提供

エアコン 冷蔵庫 テレビ

統一省エネラベル４☆相当以 ６ ０００～９ ０００ ３ ０００～１０ ０００ ７ ０００～３６ ０００

一般社団法人環境パートナーシップ会議

統 省エネラベル４☆相当以
上の製品の購入

６，０００ ９，０００
（冷房能力に応じ、３段階）

３，０００ １０，０００
（内容量に応じ、４段階）

７，０００ ３６，０００
（画面サイズに応じ、５段階）

さらに、リサイクルを行う場合 ３，０００ ５，０００ ３，０００
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地上デジタル放送に関する情報通信審議会答申のポイント地上デジタル放送に関する情報通信審議会答申のポイント
地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たすべき役割＜平成１６年諮問第８号 第６次中間答申＞ 平成２１年５月

放送事業者は引き続き番組やスポットを通じた周知広報を強化放送事業者は引き続き番組やスポットを通じた周知広報を強化。
自治体広報誌、説明会、戸別訪問、インターネットによる多様な周知広報。
地デジ移行への経済波及効果は約249兆円、経済効果の観点からも有効。
「アナログ放送終了計画（改定版）」に沿って、2011年7月にはお知らせ画面等のみを放
送。アナログ放送の完全停波は2011年7月24日の正午。

国民の理解醸成
ｱﾅﾛｸﾞ終了の認知度

約９７．７％
ｱﾅﾛｸﾞ終了時期の認知度 送。アナログ放送の完全停波は2011年7月24日の正午。

アナログ放送終了にあたっての諸課題を抽出するためのリハーサルの実施。

「5千円以下の簡易なチューナー」の実現に向けて、一層の環境整備。

約８９．６％

デジタル受信機の多様化・低廉化、使いやすい機器の普及促進。
福祉事務所等の協力を得てＮＨＫ受信料全額免除世帯にチューナー等を無償給付。
高齢者等に必要な情報を効果的・効率的に提供していくために、いつでもどこでも何度でも
説明会を開催。必要に応じて戸別訪問で技術的サポート。

受信側の課題
世帯普及率 受信障害対策共聴施設及び集合住宅共聴施設に関する情報収集・共有方法等を「共聴施

設デジタル化緊急対策」として取りまとめ。
受信障害対策共聴施設改修促進の支援を更に強化するため、受信調査の拡充、施設の新
設等に対する支援、相談対応やあっせん・調停等を行う簡易な紛争処理機能の整備。

世帯普及率
約60.7％

（約 3,035万世帯）
普及台数

約4 969万台 国が辺地共聴施設デジタル化ロードマップの策定を行うとともに、デジタル対応の計画的な
実施。

地域ごとの受信環境に即したアンテナ工事内容等を把握し、デジサポによる視聴者への情
報提供。

約4,969万台

 ２００９年８月までに国及び放送事業者が「地上デジタル放送難視地区対策計画」を策定・
公表。

デジタル混信の解消のための対策計画を２００９年８月までに策定
送信側の課題

デジタル混信の解消のための対策計画を２００９年８月までに策定。
 ２０１０年３月に暫定的な衛星利用による難視聴地域対策を開始(5年間実施)。
ケーブルテレビによるデジアナ変換サービスの暫定的導入の促進。
ケーブルテレビやＩＰ再送信による難視聴地区対策の促進。

世帯カバー率
約９７％
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米国におけるアナログ放送終了について米国におけるアナログ放送終了について

○ 米国においては ６月１２日（金）をも て 全国のアナログ放送が終了○ 米国においては、６月１２日（金）をもって、全国のアナログ放送が終了。

○ 全体としては大きな混乱なく推移している模様。

・ 2月17日であった終了期限が、6月12日まで延期。
１．概要

・ 1,786局中、812局は6月12日前にアナログ終了等しており、12日に終了したのは974局。

（118局では、最大30日間、緊急放送やデジタル移行周知などのためのアナログ放送を実
施。）

セ タ 入電数は 約 万 千件

２．現地の状況
・ 12日のＦＣＣコールセンターへの入電数は、約31万7千件。

・ 8日から14日までの合計入電数は、約90万件。

・ 現地報道は、大きな混乱を報じるものはなし。現地報道は、大きな混乱を報じるものはなし。

・ デジタル未対応世帯は、 6月14日時点で、なお全世帯の約2.2%に当たる約250万世帯存
在。（ニールセン社調査）

（注）現地における調査、報道等を基に作成。
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世界各国の地上デジタルテレビ放送の動向世界各国の地上デジタルテレビ放送の動向

エストニアリトアニアスウェーデン

フィンランド
(2001年8月開始)

(2006年12月開始(2006年6月開始)(1999年4月開始)

デンマーク
(2005年7月開始)

イギリス
(1998年9月開始)

カナダ
(2003年3月開始)

ドイツ
(2002年11月開始)

オランダ
(2003年4月開始)

ベルギー
アメリカ合衆国
(1998年11月開始)中国（独自方式）

日本（ISDB‐T）
(2003年12月開始)ベルギ

(2003年7月開始)

フランス
(2005年3月開始)

スペイン
(2000年5月開始)

(1998年11月開始)

台湾（DVB-T）

韓国 (ATSC)
(2001年10月開始)

中国（独自方式）
（2007年8月開始）

(2003年12月開始)

(2000年5月開始)

スイス
(2003年8月開始)

オーストリア
(2006年12月開始)

イタリア

台湾（DVB T）
(2004年3月開始) ブラジル（ISDB‐T）

（2007年12月開始）

ペルー（ISDB‐T）

ギリシャ
(2006年3月開始)

サウジアラビア
(2006年6月開始)

イタリア
(2003年12月開始)

チェコ共和国
(2005年10月開始)

オーストラリア
(2001年7月開始)

（2009年4月方式決定）

(2006年3月開始)

日本方式（ISDB‐T）
(Integrated Services Digital Broadcasting ‐ Terrestrial)

欧州方式（DVB T）

： 開始済

： 開始済 ： 予定

： 予定

2009年4月現在
出典:OECD報告書他各種資料

米国方式（ATSC）
(Advanced Television Systems Committee)

欧州方式（DVB‐T）
(Digital Video Broadcasting ‐ Terrestrial)

： 開始済 ： 予定

： 開始済 ： 予定
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